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1　ガイドラインの概要

1.1　ガイドラインの趣旨

　北部保存林森林管理計画調査は、スタディエリアとしてトロワリヴィエール指定林、ウ

エヌベ指定林、アリボリ上流指定林の 3 つの保存林を対象とした。しかし、森林管理計画

を策定したのはトロワリヴィエール指定林のブリ川から西の部分のインテンシブスタディ

エリアだけである。

　このガイドラインは、トロワリヴィエール指定林のインテンシブスタディエリアにおけ

る調査の内容を主体とし、残りのスタディエリアの管理計画を策定する場合に応用できる

ように必要な内容を補足し、森林管理計画策定のためのガイドラインとしてまとめたもの

である。

1.2　森林管理計画策定作業の概要

　指定林の森林管理計策定画調査は図 1-2-1のフローチャートに示すとおりである。

　作業は、管理計画を策定するための調査、管理計画の策定作業及びこれらと並行して行

われた住民ワークショップから構成される。

　管理計画を策定するための調査は、指定林の実態及びその環境条件の調査、地域住民の

実態調査に大別される。指定林の実態及びその環境条件の調査は、航空写真の判読と地上

調査に基づいて行う。地域住民の調査は、地域住民の人口、土地利用、産業、生活実態等

を対象として社会経済調査手法に基づいて行う。

　管理計画の策定作業は、以上の調査に基づき、指定林をゾーンに区分し、ゾーンごとに

整備基準及び整備方法を定めることを柱にして行う。

　この管理計画は、住民参加によって実施するものであるから、管理計画策定の段階から

地域住民に対してその骨子を説明し、住民の要望を聞き、森林整備計画の策定や実施が円

滑に行われるように住民ワークショップを行う。

1.3　ガイドラインの構成

　ガイドラインは図 1-2-1 のフローチャートにしたがって構成することを原則とした。た

だし、境界設定と地形図については、森林管理計画の前提として既に完了している場合も

あるが、不備である場合には、森林管理計画及び森林調査の基礎として不可欠なものであ
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り最初に取り上げる。

　このガイドラインは個々の調査について目的と方法について記述する。なお、調査結果

のとりまとめ方法として、インテンシブスタディエリアでの結果を事例として示した。
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図 1-2-1　森林管理計画策定のフローチャート
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2　境界の設定

2.1　境界設定の意義

　森林管理計画の策定に先立って当該森林の境界を設定する必要がある。境界設定は、地

図上に示された境界線を基に現地にて境界線を確定することである。この場合は、隣接す

る土地所有者の間で新たに合意を行って確認するものとする。

2.2　境界設定の方法

　境界設定の標準的方法は以下のとおりである。

2.2.1　境界に関する隣接所有者との合意

　境界設定は、既存の資料により設定されるべき境界を隣接所有者に十分説明し納得させ

ることから始まり、合意した内容を所定の書類によって明示し、双方が署名することによ

って成立する。

　隣接所有者がなく、指定林と緩衝地帯に境界を設定する場合は、隣接所有者と合意を行

う必要はないが、境界設定の意義、表示の方法について近隣の土地所有者に十分説明を行

う。

2.2.2　境界標の設置

　相手側と合意が成立した境界には、境界標を設置する。境界標設置の方法は次のとおり

である。

・位置は境界の屈曲点、顕著な地形・地物との交差点等とする。

・境界標の種類は石柱、コンクリート柱、固定岩石、境界木等とする。

・境界標には番号を付し、場合によっては標柱の下に腐朽しにくい物質を埋め込む。

2.2.3　境界測量

　境界標の設置が終わった後に測量を行い、境界図を作成し、野帳とともに保存する。

2.2.4　境界の明示

　境界が定まったら、人の目のつきやすい個所に指定林の名称、注意事項等を記入した表
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示板を設置する。

　その他、状況に応じて境界木の植栽、柵の設置、ゲートの設置等を行う。
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3　地形図の作成

　森林管理計画を策定するためには、その基礎図として適当な縮尺の地形図が必要である。

　縮尺 1/20,000の航空写真を用いて、新たに縮尺 1/50,000の地形図を次により作成する。

3.1　地上測量

(1) 刺 針

　刺針は既存の地形図（縮尺 1/200,000）を用い、配点計画を樹てて刺針作業を行う。

(2) 標定点測量

　刺針点について GPS測量により実施する。

(3) 水準測量

　既存水準点と標定点のついて水準測量を実施する。

(4) 現地調査

　ほぼ全種類の植生が含まれている代表的な写真エリアを選定して行う。

(5) 注記資料

　既存の縮尺 1/200,000 の地形図及び現地調査によって確認する

3.2　地形図作成

　航空写真の図化及び地上測量の成果に基づき、縮尺 1/50,000の地形図を作成する。

　方法の概要は次のとおりである。

(1) 空中三角測量

　対象地域を網羅するモデル写真についてパスポイント、タイポイントの座標値を標定点

及び水準点の成果に基づきバンドル法による空中三角測量を行う。

(2) 数値図化

　空中三角測量と航空写真の成果、作成した判読基準・表現分類・取得基準・データ構造

に基づき、解析図化機を用い、地形、地物の各種地図情報を数値形式で取得し、数値図化

を行う。

　等高線は計曲線 50m、主曲線 10m とし、変形地及び曲線間隔が広い部分には、補助曲

線 5mを入力する。

　図式はベナン国図式規定に基づく。
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(3) 数値編集

　数値データを縮尺 1/50,000 の地形図の図郭割に納まるように分割し、編集装置を用いて

図形、属性データを編集する。

　行政界及び注記は、ベナン国の縮尺 1/200,000 地形図及び 現地調査等の成果に基づき

行う。

3.3　基図の作成

　縮尺 1/50,000 の地形図がなく、かつ新規に作成しない場合は、各種主題図の作成や計画

策定のために必要な以下の基図を作成する。

(1) 縮尺 1/50,000基図の作成

　既存の縮尺 1/200,000 の地形図を縮尺 1/50,000 に拡図し、最新の航空写真により道路、

集落等の経年変化を修正・描画して地形図を作成する。

(2) 縮尺 1/20,000基図の作成

　土壌図、林相図作成や計画のために縮尺 1/20,000の地形図を必要とする場合は、上記(1)

で作成した縮尺 1/50,000 の地形図を拡図し、基図を作成する。（あるいは航空写真から新

たに図化を行い縮尺 1/20,000の地形図を作成する。
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4　森林及び立地環境調査

4.1　調査の目的

　この調査は、森林管理計画の基礎となる森林資源を把握し、土地利用・植生図、林相図、

森林調査簿、土壌図を作成するために行うものである。

4.2　調査方法

4.2.1　土地利用植生調査

(1) 航空写真判読

　対象地域の森林区分、土地利用区分及び植生区分を行うため、航空写真の判読を行う。

a. 判読項目

　判読に際しては先ず判読の区分と基準を決定する。これらは現地の状況に応じて適宜

変更することができる。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　スタディエリア及びインテンシブスタディエリアの航空写真判読作業に用いた判読区

分・基準は表 4-2-1のとおりである。

表 4-2-1　土地利用植生判読区分及び基準
記号 区分項目 判読基準

Gf 拠水林 河川に沿って狭く帯状に分布する高木林

Fc 高林 樹木（5m以上）の疎密度が 60～80％で林床植生が少ないもの

Sa 樹木サバンナ 樹木（5m 以上）の疎密度が 40～60％、かん木（5m 未満）の
疎密度が 40％未満のもの

Sb 混交サバンナ 樹木（5m 以上）の疎密度が 40～60％、かん木（5m 未満）の
疎密度が 40％以上のもの

St かん木サバンナ 樹木（5m 以上）の疎密度が 40％未満、かん木（5m 未満）の
疎密度が 40％以上のもの

Pf 造林地 Tectona grandis、ユーカリ等
Td 裸地
Tm 湿地
Cl 露岩地

森
　
林

Ar 岩石地
Pr 果樹園 マンゴ、カシュー

Ch 畑 綿花、メイズ、ソルガム、ヤムイモ等

Ja 休閑地
Ag 集落
Ce 河川 河川敷を含む

Pe 湖沼

非
森
林

Au その他 マイクロウエーブ基地、送電線敷

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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b. 判読方法

　判読は新規に撮影した縮尺 1/20,000（または拡大した縮尺 1/10,000）の航空写真を用

いる。

(2) 土地利用植生図の作成

　航空写真の判読結果を縮尺 1/50,000または縮尺 1/20,000 の基図に移写し、土地利用植生

図を作成する。

　基図の縮尺については、調査面積の大小に応じて適宜変更することができる。

4.2.2　林相図の作成

(1) 航空写真の判読

　この判読は林相図の作成、林分現況の把握を行うためのものである。判読区分は林相区

画ごとの森林資源の状況を把握し森林調査簿作成の基礎となるものであるから、できるか

ぎり詳細であることが望ましい。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　インテンシブスタディエリアにおいては、土地利用植生判読に用いた判読区分（表 4-

2-1）に、森林について表 4-2-2の樹高階及び疎密度階を加えた。

表 4-2-2　樹高階及び樹冠疎密度階

区　分 記　号 範　囲

樹高階
H1
H2
H3

  ～9m
10～19m
20m～

樹冠疎密度階

D1
D2
D3
D4

  ～24％
25～49％
50～74％
75％～

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

(2) 林相図の作成

　縮尺 1/50,000または縮尺 1/20,000 の基図上に航空写真の判読区画を移写して林相図を作

成し、さらにその図上で林相別の面積を測定する。

4.2.3　森林資源調査

　この調査は、対象地域の全体としての森林資源の現況を把握するために行う調査である。

航空写真がある場合は、標本抽出法によって行う。森林標本抽出調査を行うためには一般
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に標本抽出調査を設計するための予備調査と、本調査の二つの調査が必要である。

(1) 予備調査

　これは、森林の変動係数、林分の現況、調査の工程、アクセスの状況等標本抽出調査に

必要な情報を収集するために行うものであり、予備調査の方法は以下のとおりである。

　航空写真上で異なる林相タイプの林分を設定し、各林分について、大きさ 0.1ha（半径

17.85m）の円形プロットを設定し、次の項目についてプロット内の調査を行う。

a. 地 況

・コミューン、村

・地形、方位、傾斜、GPS

b. 林 況

・林相

・下層植生

・樹種、胸高直径（4cm以上）、

・その他

注 1：予備調査は、既存の資料が存在する場合は省略することができる。

2：プロットのサイズは樹木の大きさによって変更することができる。

3：プロットの形状は、立地条件等に応じて、正方形、矩形を選定することができる。

(2) 本調査

① 調査プロット数

　予備調査の変動係数、目標誤差率 及び安全率から、標本調査の必要なプロット数を

求める。実施に当たっては、予備点（10個とする）を加える。

a. 変動係数

　変動係数（CV）は以下により求める

σCV=
X

σ：予備調査標本の標準偏差

 X：予備調査標本の平均値

b. プロット数の算出

　プロット数は次の式により算出する。
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t×CVn = (
E
)2×S

t：信頼度係数（t分布表で信頼度 95％の t値＝2とする）

E：目標誤差率（20％とする）

S：安全率（1.2とする）

② プロットの配置

　プロットの配置は航空写真判読に基づく層化無作為抽出法による。層化とは林相、樹

高、樹冠疎密度等による判読区分について、同質のものを同じグループとして取扱うこ

とである。

　別途に作成した縮尺 1/20,000の林相図上に 100m×100m の格子線を設定し、その交点

をプロット抽出点とする。

　層ごとのプロット数はこの林相図から得られた各層の面積に応じて配分し、格子点の

抽出は乱数表によって行う。

注：航空写真がない場合のプロットの抽出法は系統的抽出法とする。

③ 調査項目

a. プロットの概況

・コミューン、村落名

・地形、方位、傾斜

・ GPS データ

・その他

b. 林 況

・林相

・下層植生

・樹種、胸高直径（10 ㎝以上）、樹高（地上から梢端まで 1m単位）

・その他

　プロット調査野帳を巻末の資料－1に掲げた。

④ 単木材積表

　森林資源調査においては単木材積表が不可欠である。しかし、単木材積表の作成には

多くの時間と労力を要するため、ベナン国において伐採許可手続きに用いられる次の式

によって単木材積を求めるものとする。（ただし、V は単木材積、D は胸高直径、H は

全樹高）
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D2 Hπ V＝ 

4 
×0.33 

 

(3) 蓄積の推定 

① 層化抽出法による推定 

 本調査の結果を基に、次の層化抽出法の公式に従って対象林分の総蓄積を求める。 

a. 総平均 

 

X＝ΣXｉ・Wｉ 

 

X ：総平均（�/ha） 

Xｉ ：各層の平均値（�/ha） 

Wｉ ：各層の面積割合 

b. 総平均の標準誤差 

 
 
 
 1 S i 

2 
 

S x＝ 
  

 
N 
∑｛N i(N i－n i)・ 

n i 
 

S x ：総平均の標準誤差（標準偏差） 

N ：母集団の大きさ（N＝ΣN i） 

N i ：各層の母集団の大きさ 

n i ：各層の標本の大きさ 

S i 
2 ：各層の標本分散 

c. 総平均の信頼区間 

 

総平均の信頼区間：X±t・S x 

 

t ：信頼度 95％で自由度（n－h）のｔ値 

n ：標本数（n＝Σn i） 

h ：層の数 

d. 総蓄積の信頼区間 

 

総蓄積の信頼区間：N（X±t・S x） 

 

e. 推定誤差率 

 

推定誤差率：t・S x／X 
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② 林相区画ごとの林分材積の推定 

a. 航空写真林分材積表の作成 

 林相区画ごとの林分材積を推定するために航空写真林分材積表を作成する。これは、

航空写真判読因子とプロット調査から得られる実材積との関係から重回帰推定によっ

て作成する。航空写真判読因子としては、上層木の樹冠疎密度（D）、平均樹高（H）、

平均樹冠直径（CD）、ha当りの立木本数等を用いる。 

 重回帰推定の一般式は次のとおりである。 

V＝a＋bCD＋cH 

V＝a＋bD＋c H 

V＝aCDb・Hcまたは log V＝a＋b log CD＋c log H 

V＝aDb・Hcまたは log V＝a＋b log D＋c log H 

 

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 インテンシブスタディエリアにおいては、航空写真林分材積表は、拠水林（Gf）とそ

れ以外の森林（Fc、Sa、Sb、St）を一括したものを対象に 2種類作成した。 

 材積式は表 4-2-3のとおりである。 

 

表 4-2-3 航空写真林分材積式 

林 相 回帰式 標本数 相関係数 標準誤差率（%） 

拠水林（Gf） logV=1.8482×logD－1.3745 10 0.9097 26.54 

拠水林以外（Fc,Sa,Sb,St） logV=0.9329×logD＋0.0359 84 0.8264 29.92 

V：林分材積（â/ha）、D：上層木の樹冠疎密度（％） 

 

 求められた航空写真林分材積式をもとに表 4-2-4 に示した航空写真林分材積表を作成

した。 
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表 4-2-4 航空写真林分材積表 

林分材積（â/ha） 樹冠疎密度 
（％） 拠水林 拠水林以外 

5 1 5 
10 3 9 
15 6 14 
20 11 18 
25 16 22 
30 23 26 
35 30 30 
40 39 34 
45 48 38 
50 58 42 
55 70 46 
60 82 50 
65 95 53 
70 109 57 
75 123 61 
80 139 65 
85 155 69 
90 173 72 
95 191 76 

100 210 80 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

 表 4-2-3で示した林分材積式を他の指定林に適用する場合は、次の方法によって検定

を行う。 

 材積式によって求めた材積を X（平均値を X）、実測した材積を Y（平均値を Y）、

標本数を nとして、 

 

Y＝a＋bX 

 

の回帰式を求める。α％の有意水準のもとで a＝0、b＝1が得られるならばこの林分材

積式を適用する。すなわち、次の t a、t bの値を t分布表で自由度（n－2）の値（α％）

と比較して検定を行う。 

 
| a－0 | 

t a＝ 
σ a 

 
| b－1 | 

t b＝ 
σ b 

 
∑X2 σ a= 

n∑(X－X)2 
・Sy･x 

 
1 σb= 

∑(X－X)2 
・Sy･x 

 
∑(Y－Y)2－b∑(X－X)(Y－Y) Sy･x= 

n－2 
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　検定の結果、

b. 林相区画ごとの林分材積

　個々の林相区画の林分材積は、航空写真林分材積表を個々の林相区画に適用して推

定する。

c. 森林蓄積の確定

　個々の林相区画ごとに得られた材積を集計し、その合計値が先に求めた層化抽出法

による総蓄積の信頼区間内にあることを確認し、個々の林相区画の材積を確定する。

＜参考：簡易林分材積表＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　簡易林分材積表とは、航空写真の入手できない地域において簡単に林分材積を推定す

るために作成されるものである。作成方法は航空写真林分材積表と同様であるが、用い

る因子は地上調査で測定が可能な林分の平均直径、平均樹高、ha 当たり本数とし、こ

れらの因子と実材積との関係式を求める。

　インテンシブスタディエリアにおいては、調査で得られたデータから、以下の回帰式

を求めた。

表 4-2-5　簡易林分材積式

林相 回帰式 標本数 相関係数 標準誤差率（%）

拠水林（Gf） V=0.4268×D×H＋0.2036×N－88.6658 10 0.9214 31.25

その他 V=0.2329×D×H＋0.0529×N－21.3767 85 0.908 27.24

V：林分材積（â/ha）、D：林分平均直径（cm）、H：林分平均樹高（m）、N：ha当り本数

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

a＝0 かつ b＝1

a≠0 または b≠1 ① 新規に材積式を作成

② 既存材積式を上記検定式を用

いて修正

既存材積式を適用
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4.2.4　土壌調査

(1) 土壌調査の目的

　適地適木は森林施業の鉄則である。森林をめぐる自然環境の因子としては地形、地質、

気象、植生等いろいろあるが、なかでも土壌は、これらの複雑な要因が絡み合い、総合化

されてできたものであり、逆に土壌を調べると、これらの自然環境をある程度類推するこ

とも可能である。したがって、森林の取り扱いを定めるには、その対象地がどのような土

壌で構成されているかを把握することが大切である。

　土壌の状況を知るためには、既に作成された土壌図があれば、その土壌図を利用すれば

よいが、ない場合には、地域の広狭に応じ、それなりの土壌調査を行ってから森林施業の

方針を決定すべきである。

(2) 土壌調査法

　土壌調査の方法は以下のとおりとする。巻末の資料－2に土壌調査野帳を掲げた。

① 土壌調査の方式

　土壌断面調査及び土壌分類の方式は、FAO/Unesco 土壌分類基準（FAO/Unesco, World

SoiResources Report60, SOIL MAP OF THE WORLD, Revised Legend by FOOD AND AGRI

CULTURE ORGANIZATION OF THE UNITEDNATIONS - ROME, 1990）に準拠する。

② 土壌断面調査

a. 土壌断面精密調査

　土壌断面は可能な限り森林調査地点に合わせて実施する。調査項目は以下のとおり

である。

a）層位の区分

　A層、B層、C層等の土層を区分し、各層の厚さを調べる。

b）層位の推移状態

　各層位間の移りかわりのようすを以下の区分に従って表わす。

Abrupt ：0-2cm

Clear ：2-5cm

Gradual：5-15cm

Diffuse ：15cm以上

c）土色

　マンセルの色名帳を基準とする。乾いた土は適度に潤して判定する。
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d）土壌有機物

　腐植の含有量を次に従って区分する。

Very rich：黒褐色ないし黒色を呈し、明度・彩度ともほぼ 2 以下で比較的膨軟

で軽しょう。（炭素量 15％前後）

Rich ：黒褐色ないし暗褐色を呈し、明度・彩度ともほぼ 3 前後で感触はな

めらか。（炭素量 8％前後）

Common：やや濁った色調を帯び、明度・彩度ともほぼ 4 前後。（炭素量 4％前

後）

Few ：鮮明な色調で明度・彩度ともほぼ 5以上。（炭素量 2％以下）

e）土 性

　土壌粒子の大小により以下の区分を行う。十分に水を含ませた土塊を指の間でも

んだ時の感触で判定する。

Clay ：粘りのある粘土が大部分のもの。

Clay loam ：粘りのある粘土に砂を感じるもの。

Loam ：ほぼ 1／3以下の砂を含むもの。

Silty loam ：粘りのない粘土が大部分のもの。

Sandy loam：ほぼ 1／3～2／3の砂を含むもの。

Sand ：ほとんど砂ばかりを感じるもの。

f）土壌構造

　大きな土塊を取出し、しずかに割って自然のままの状態を観察する。

Platy ：水平方向に大きく、上下方向に薄い。

Loose granular：粒状または粉状の小さな土粒が菌糸などでゆるく結合した状態。

乾燥した土壌に多い。

Granular ：約 0.5mm以下の丸みのある立方状構造。比較的緻密で固い。

Subangular ：稜角、面がはっきりして角ばっており、表面はやや平滑。1-2cm

前後。比較的緻密で固い立方形。

Single grain ：各粒子が単独に分離独立していて互いに連結接着していないも

の。

Massive ：1つの大きな塊となって空隙の少ないもの。

g）堅密度

　断面に親指を押しつけて、次の区分により判定する。
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Hard ：土粒が密に結合し、指で断面を押すと僅かに指痕ができるもの。

Medium：土粒は比較的密に結合しているが、断面を押すと深い指痕ができる

もの。

Soft ：土粒はゆるく結合しているかほとんど結合せず、断面を押すとたや

すく貫入するもの。

h）水湿状態

　指間や手のひらで土塊を握った時の感触や、水滴のにじみでかたによって次のよ

うに区分する。

Dry ：土壌を強く握っても、手のひらに湿気を残さないもの。

Moderately moist：土壌を強く握った時、手のひらに湿気の残るもの。

Wet ：土壌を手のひらで握っても水滴が落ちず、親指と人差し指の

間で押すと水がにじみ出るもの。

Over wet ：土壌を手のひらにのせただけで自然に水滴が落ちるもの。

i）石 礫

　2mm 以上のものを石礫といい、以下にしたがって区分する。含有量は、断面に

現れた面積割合を目測し、区分する。

a. 大きさ

Fine ：2cm未満

Coarse ：2-6cm

Stones ：6-20cm

Boulders：20cm以上

b. 形 状

Angular ：鋭い稜角をもったもの。

Subangular：やや角張った稜角をもったもの。

Rounded ：丸みを帯びたもの。

j）根 系

　根の分布状態について、次の大きさ区分に従って根の量を判定する。

Very fine：0.5mm未満

Fine ：0.5-2mm

Medium ：2-20mm

Coarse ：20mm以上
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k）その他（土壌成分の溶脱・集積、菌根・菌糸、斑紋・結核、湧水・地下水、グラ

イ化の項目及び調査地点の地形、母岩等）

b. 土壌分布調査

　土壌分布調査は精密調査地点のほか、任意の地点に設けた簡易試坑断面についても

調査を行い、土壌単位（Soil unit）の分布範囲を定めるもとする。

③ 土壌群の特徴

　土壌は FAO/Unesco 基準に従い土壌群及び土壌単位に区分し、それぞれの土壌群の形

態的特徴を調査する。

(3) 土壌条件と土地利用

　土壌群について、森林施業及び土地利用に対する適応度のランク付けを行う。

　土壌の分類にはいろいろな方式があり、今回のインテンシブスタディエリアについては

調査報告書と土壌図で明らかにしてあるので、これを参照されたい。

　なお、次の事項だけは森林施業の常識である。

・深い土壌の所は、地味が良く、林木の成長に好適である。

・軟い土壌の所は、土壌の物理性が良く、林木の成長に好適である。

・林木の根が地中深く入っている所は、植林して好結果を得ることが多い。

・青白色の土層（グライ層）が出現する場合には、地下水層があることを示し、林木の

成長に好ましくない場合が多い。

・赤褐色のラテライト層や、プリンサイトのみられる場合は、土壌が固結化して林木の

成長に好ましくない場合が多い。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　各ランクの施業上の留意点は次のとおりである。

ランクⅠ：主として水系に沿って分布する。大部分の造林樹種の植栽が可能で、最

も良好な成長が期待できる。ただし、雨期に冠水することが予想されるの

で、滞水に弱い樹種の植栽に際しては冠水の有無を確認する必要がある。

ランクⅡ：Ferralsols が主体で、小面積の Eutric Gleysols、Podzsols が含まれる。大

部分の郷土樹種、外来種の植栽が可能である。樹木は中庸の生育が期待

できるが、短伐期施業は避けるべきである。

ランクⅢ：花崗片麻岩や熔結鉄石（iron rock）が露出するか極めて浅い位置にある

土壌、土壌断面に多量の砂礫をもつ未熟な土壌等である。樹木の生育に
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は厳しい条件となる。一部の Leptosols では痩せ地につよい外来種等の

植栽が可能であるが、全般的に生育は不良である。植栽は必要最小限の

区域に止める。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

4.2.5　森林区画

(1) 森林区画

　森林区画は、森林調査結果の記録、森林施業の計画・実施・照査などの基礎として、森

林管理計画調査においては必須の項目である。

　大面積の森林の場合、森林区画は次の二段階の区画によって行う。

① 林 班

　林班は森林の位置を明らかにし、管理及び事業のために資する固定的な性質を持つ区

画である。林班は一般に行政界、明瞭な稜線、河川、恒久的道路等固定的な地形、地物

によって設定されるものであり、1林班の大きさは 500～1,000ha程度とする。

　指定林の林班は次により区画する。

・行政界（郡界）

・道路

・河川等の地物

　緩衝地帯の林班は次により区画する。

・行政界

・道路

② 小 班

　小班は林班内において、土地利用の種類、森林の状況、森林の取り扱いの違いを明ら

かにするための区画である。

4.2.6　森林調査簿の作成

　森林調査簿は小班ごとに森林の現況を記録する簿冊である。本調査においては、林相図

を基にして指定林、緩衝地帯別に作成する。それぞれの記載項目は次のとおりである。

① 指定林

a. 郡（行政区分）

b. 整備単位
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c. 林班番号

d. 小班番号

e. ゾーニング区分

f. 土地利用植生区分

Gf ：拠水林

Fc ：高林

Sa ：樹木サバンナ

Sb ：混交サバンナ

St ：かん木サバンナ

Pf ：造林地

Td ：裸地

Tm：湿地

Cl ：露岩地

Ar ：岩石地

Pr ：果樹園

Ch ：畑

Ja ：休閑地

Ag ：集落

Ce ：河川

Pe ：湖沼

Au ：その他

g. 面積（ha）

（林況）

h. 樹高階

H1 ：～9m

H2 ：10～19m

H3 ：20m～

i. 樹冠疎密度（％）

j. 樹冠疎密度階

D1：～24％

D2：25～49％
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D3：50～74％

D4：75％～

k. ha当たり材積（ /ha）

l.  林分材積（ ）

（地況）

m. 標高（m）

n. 方位（9方位）

o. 傾斜区分

P1 ：0 ～9°

P2 ：10～19°

P3 ：20～29°

P4 ：30°～

p. 特殊地形

q. 土壌単位

FL-GL：Fluvisols/Gleysols

GLd ：Dystric Gleysols

GLe ：Eutric Gleysols

LPd ：Dystric Leptosols

LPe ：Eutric Leptosols

LPu ：Umbric Leptosols

REd ：Dystric Regosols

PZh ：Haplic Podzsols

PZg ：Gleyic Podzsols

FRh ：Haplic Ferrasols

FRx ：Xanthic Ferrasols

FRr ：Rhodic Ferrasols

r. 備 考

② 緩衝地帯

a. 管理単位（郡）

b. 林班番号

c. 小班番号
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d. 土地利用植生区分

e. 面積（ha）

f. 樹高階

g. 樹冠疎密度階

h. 標高（m）

i. 方位（9方位）

j. 傾斜区分

k. 特殊地形

l. 土壌単位

m. 備考

注：森林調査簿の記載項目は現地の状況に応じて変更することが可能である。
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5　住民実態把握調査（Ⅰ）

5.1　調査の目的

　この調査は森林管理計画を策定しようとする指定林及び緩衝地帯に居住する住民の生活

実態等社会経済条件に関して、未整備基礎情報及び既存資料の補足のために住民と直接接

触して把握することを目的とするものである。

5.2　調査方法

　調査方法は、既存資料の分析、村長・村民グループ代表者・小学校教員及びその他関係

者からの聞き取り、世帯主と世帯構成員を対象としたアンケートによって行う。

　アンケート調査の対象村落は、依存する森林、村落規模、主要生産活動、民族について

類型化を行い、それらの要素において偏りを生じないように配慮する。

　対象村落ごとのサンプル世帯数は全世帯数の平方根として算出する。アンケート対象世

帯は無作為抽出によって選定する。

5.3　調査項目

　調査項目は次のとおりである。

(1)  村落の現状

a. 村落の境界と位置

b. 人口構成

c. 民族別人口分布

d. 人口流入

e. 伝統的社会構造

・家族形態

・関係部族の社会構造

f. 土地利用形態

(2) 住民の生活実態

a. 家族規模

b. 教育水準

c. 収入と支出
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d. 生活条件

・飲料水

・燃料

・食料

・住居の形態

e. 主要経済活動

・農業

・牧畜業

・淡水漁労

・商業

・農産物・林産物加工

f. 森林利用（指定林、指定林以外の森林、造林地）

g. ジェンダー（水運び、料理、洗濯、裁縫、耕耘、種まき／植え付け、草取り等の作業

に関する男女の労働分担）

　巻末の資料－4に質問票を掲げた。
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6　住民実態把握調査（Ⅱ）

6.1　調査の目的

　この調査の目的は、住民実態把握調査Ⅰの結果を受けて計画策定対象の指定林に直接関

係する村落の住民の生活実態を把握することである。

6.2　調査の方法

　調査方法は住民の実態を住民参加により質的な情報が得られる迅速簡易農村調査

（RRA）の手法により行う。RRAの調査項目と調査方法は、表 6-2-1のとおりである。

表 6-2-1　RRAの調査項目と調査方法
調査項目 調 査 方  法

Key Informant
Interview

村落の伝統的土地・森林の保有・利用の実態、生物資源
活用、森林に係る権利形態、分配制度、慣習を把握する。

村落踏査及び
ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ

土地（地目別）・森林の実態（緩衝地帯・耕作区域等の位
置、境界を含む）及び認識を把握するために、住民と村落
内を歩き、ﾓｻﾞｲｸ写真に記入する。

・土地・森林の保有・
利用
・森林に係る権利とそ
の実態
・慣習 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯ

ｼｮﾝ

実態が記入されたﾓｻﾞｲｸ写真を基にｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを
行い、土地利用、森林利用の状況に関するｸﾞﾙｰﾌﾟ間（ｼﾞｪ
ﾝﾀﾞｰ等）の認識の違い及び慣習を分析・把握する。

Key Informant
Interview

行政ｼｽﾃﾑ、村落組織の概要、伝統的社会ｼｽﾃﾑの構造、
村内伝達手段を調査する。

・村落組織の概要、
実態、課題
・伝統的社会ｼｽﾃﾑの
構造

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯ
ｼｮﾝ

Key Informant Interviewで把握した事項をもとに、村落組
織の実態を検証する。

生活時間帯調
査

ｻﾝﾌﾟﾙ世帯に対して生産活動、ｺﾐｭﾆﾃｨ活動、夫婦の労働
分担・役割を把握し、家族の雨期・乾期別の生活時間帯
調査を実施する（ｱﾝｹｰﾄ調査の結果も参考にする）。

季節労働ｶﾚﾝ
ﾀﾞｰの作成

農作業の重度及び季節労働ｶﾚﾝﾀﾞｰを作成する。

・社会経済活動
・住民生活の問題点
とﾆｰｽﾞ
・ｼﾞｪﾝﾀﾞー による役割

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯ
ｼｮﾝの開催

村落のﾓｻﾞｲｸ写真、農作業の重度及び季節労働ｶﾚﾝﾀﾞｰ
等を活用してｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを行い、住民生活の問題
点とﾆｰｽﾞを分析・把握する。

Key Informant
Interview

焼き畑の実態（火入時期・方法、栽培作目、ﾛｰﾃｰｼｮﾝ等）、
放牧の実態、移動牧畜者と定住民との対立、森林劣化が
農村生活その他にあたえる影響、森林保全･造林（ｱｸﾞﾛﾌｫ
ﾚｽﾄﾘｰ）と森林の適正な利用に関する意識、実態、ﾆｰｽﾞを
把握するとともに、森林管理計画へのｸﾞﾙｰﾌﾟの参加可能
性、参加分野、実施体制等を調査する。

・焼畑・放牧の実態
・森林劣化が与える
影響
・森林保全･造林（ｱｸﾞ
ﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ）に関す
る意識、実態、ﾆｰｽﾞ
・森林管理計画への
ｸﾞﾙｰﾌﾟの参加、実施
体制

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯ
ｼｮﾝ

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ等を通じて、住民の間で森林劣化の影
響、森林保全と適正な利用の重要性等についての認識の
向上、森林管理計画への参加、実施体制の確立を図る。

　実際の RRAによる調査は次の 4つの方法により行う。

① 村落マッピング

　航空写真がある場合は、航空写真あるいはそれをモザイク状に張り合わせたものを用

い、写真上に直接村民に村落の境界を記入させる。
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② キーインフォーマントインタビュー

　対象村落の伝統、社会慣習、現在の社会経済状況、部族間の問題等について伝統的首

長、行政責任者、関係部族代表者を対象としてインタビュー調査を実施する。

　調査票を巻末の資料－5に掲げた。

③ 季節労働カレンダーの作成及び家計調査

　各対象村落から任意に数組の夫婦を選び、季節労働カレンダーを作成し、男女の労働

分担状況を調査する。調査様式を巻末の資料－6 に掲げた。また、同時にそれぞれの世

帯の家計収支についてインタビュー調査を行う。なお、女性だけの収入源もあるのでそ

れを含めて調査する。

　家計調査については、数量的情報を得ることが難しいので、質問の形を状況に応じて

変更する等工夫する。

④ グループディスカッション

　各村落において、伝統的首長、行政責任者、村民組織代表者及び一般村民の参加を得

て、グループディスカッションを実施する。村民自身に問題点をあげさせ、それらの優

先順位付けを行い、更に各問題について現在行っている解決策及び今後考えうる解決策

を提示させる。グループディスカッションでは、森林整備だけに討議を限定することな

く生活全半に関する問題をとりあげることも必要である。

6.3　調査結果のとりまとめ

6.3.1　村落マッピング

　法的根拠に基づいて行政的に明確に設定された村落の境界はほとんどないと言える。住

民側が示した各村落の耕作利用地の境界線を基本とし、河川や道路等明瞭な地形地物を加

味して暫定的な境界とする。

6.3.2　キーインフォマントインタビュー

　村落の起源、伝統及び慣習、住民組織等についてとりまとめる。

6.3.3　季節労働カレンダー及び家計

(1) 季節労働カレンダー

　労働を先ず（A）毎日行う、（B）2～3日ごとに行うものの 2つのタイプに分け、各作業

内容別に男女の作業従事状況を 12ヶ月の表にまとめる。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　季節労働カレンダーは表 6-3-1のとおりである。
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

(2) 家 計

　平均収入、農業収入、平均的な支出についてとりまとめる。

6.3.4　グループディスカッション

　グループディスカッションにおいて住民が提示した主要な問題点等を類型化する。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　グループディスカッションの結果を表 6-3-2 に森林資源、農業、牧畜業、インフラ施

設の 4つの類型にまとめた。

表 6-3-2　村落の問題点、現在・今後の解決策

問題の
類型

問題点 現在の解決策 今後の解決策（要望）

狩猟の獲物減少 購入する食料品で動物性たんぱく質
不足を補う

根本的解決策なし

外部者によるチェー
ンソーを使った木材
伐採

住民の抗議行動 隣接住民による伐採の監視・規制
システム導入

自然環境劣化（森林
減少、土地劣化）

・植林（カシュー苗の不足）
・豆類の植栽

森林回復のための植林推進

森
林
資
源

有用樹種（カリテ、ネ
レ）の生産力減少

解決策なし 解決策なし

耕作地の肥沃度低下
及び耕作地不足

・長期間の休閑
・化学肥料、農薬の使用
・指定林内の土地を利用
・他村落耕作区域への侵入

・指定林内土地利用の公認
・集約農業システム導入

作物（特に綿花）の虫
害

・早めの種まき
・灯油を燃やして煙で除虫

効果ある薬剤の供給農
　
業
綿花以外の生産活動
に対する貸付制度の
不備（CLCAM の貸
付が受けにくい）

家畜等の売却による現金補填 ・CLCAM以外の貸付元を探す
・融資を利用しやすくしてほしい
・融資制度の拡充

家畜用水場の不足 乾季はブリ川まで移動 家畜用水場（ため池）の整備

家畜通路がないこと
及び放牧スペースの
減少

・畑を通過
・丘陵露岩地での放牧
・不在農民の耕作地跡を放牧に利用

放牧ゾーン及び移動通路の公式な
設定牧

　
畜
家畜（特にウシ、ニワ
トリ）の病気

・獣医を呼ぶ
・薬剤投与（あまり効果なし）

・適切な治療方法の開発
・病気予防キャンペーンの実施

飲料水不足 深井戸、浅井戸の建設（住民負担） 行政による給水施設の建設

道路建設整備 住民負担による道路及び仮橋の建
設整備

行政による道路、橋脚の建設整備

保健センターなし 国道 2 号線沿いの大きな村落にある
保健センターまで移送

行政による保健センター（助産セン
ター）の設置と職員配置

イ
ン
フ
ラ
整
備 学校不足（教員不
足）

住民負担での学校建設、教員雇用 行政による学校建設、教員雇用

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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7　初期環境調査

7.1　初期環境調査

　初期環境調査は、計画策定時に計画内容に対する環境保全項目を明らかにし、保全対策

を計画に反映させるために実施するもである。この調査はベナン国環境庁（ABE）作成の、

森林整備計画のための環境影響評価指針（案）を参考として実施する。

7.2　初期環境調査の方法

(1) 環境に関する法制度

　環境にての政府機関としては環境・住宅・都市計画省と農村開発省が関与しており、国

内法規としては 6本の法律、国際条約としては 4条約が存在する。

(2) スタデイエリアの自然・社会環境条件

　既存資料及び概況踏査によって調査を行う。調査項目は次のとおりである。

① 社会環境

a. 土地所有・利用

b. 経済活動

c. 慣行制度

d. 地域住民

e. 保健

f. 人口

g. その他

② 自然環境の概略特性

a. 気候

b. 水文

c. 地形

d. 地質

e. 植生

f. 貴重種

g. その他
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(3) 計画の内容の想定

　本計画を基に策定される個々の森林整備計画が実施された場合の事業形態及び主要構造

物等を予想して一覧表を作成する。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　参考として本調査の計画内容を表 7-2-1に示す。

表 7-2-1　計画の内容

計　画 事業の形態 主要構造物

土地利用 ・村落林業ゾーン、ｼﾙﾎﾞﾊﾟｽﾄﾗﾙｿﾞｰﾝ、森林ゾーンの設定

・農地拡大の防止

・休閑地等の森林化、アグロフォレストリー

・将来森林ゾーンの一部の生産林化

伐　採 ・当面は伐採禁止

・将来の生産林の区画皆伐、択伐

作業道

山土場

更　新 ・有用樹の造林

・薪炭林の造成

・蜜源樹種の植栽

造林地

森林保護 ・防火線、防火樹帯の設置

・火入れの禁止

防火線

防火樹帯

社会林業 ・製炭の振興

・養蜂技術の改良

・村落苗畑の設置

・アグロフォレストリー

炭窯

小規模苗畑

林　道 ・林道網の整備

・林道の維持、修繕

林道

河床路

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

(4) 環境項目の評価

　前項(3)で予想した計画の内容を基に、個々の環境要素について計画が実施された場合の

環境影響及び負の影響に対する効果的軽減策を表 7-2-2のチェックリストにまとめる。

(5) 環境配慮事項

　前項(4)のチェックリストを基に、計画策定において配慮すべき事項を整理する。

　特に保全を必要とする動植物等がある場合は、その保全対策を設定する。

　スタディエリアの結果は巻末の資料－3に示した。
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表 7-2-2　環境項目チェックリスト

環境項目
環境ｲﾝﾊﾟｸﾄ

の 程 度
環境影響

（大項目）

（中項目）

（小項目）

A B C D P 負の影響 効果的影響

負の影響に対する効果的軽減策

1．社会生活
（1） 住民生活

1．計画的な移住
2．非自発的な移住
3．生活様式の変化
4．住民間の軋轢
5．先住民、少数部族、遊牧民

（2） 人口
1．人口増加
2．人口構成の急激な変化

（3） 住民の経済活動

1．経済活動の基盤移転
2．経済活動の転換・失業
3．所得格差の拡大

A：重大な悪影響がある　　　B：重大な悪影響があると考えられる　　　C：重大な悪影響はない　　　D：不明　　　P：好影響がある
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表 7-2-2　環境項目チェックリスト

環境項目
環境ｲﾝﾊﾟｸﾄ

の 程 度
環境影響

（大項目）

（中項目）

（小項目）

A B C D P 負の影響 効果的影響

負の影響に対する効果的軽減策

（4）制度・慣習
1．森林利用権の再調整
2．組織化等の社会構造の変化
3．既存制度・習慣の改革

2．保健・衛生
1．農薬使用料の増加
2．伝染性疾病の伝播
3．廃棄物・排泄物の増加

3．史跡・文化遺産・景観等
1．史跡・文化遺産の損傷と破壊
2．貴重な景観の喪失

4．貴重な生物・生態系地域

1．植生変化
2．動物生息地への影響
3．貴重種・固有動植物への影響
4．生物多様性の低下
5．有害生物の侵入・繁殖

A：重大な悪影響がある　　　B：重大な悪影響があると考えられる　　　C：重大な悪影響はない　　　D：不明　　　P：好影響がある
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表 7-2-2　環境項目チェックリスト

環境項目
環境ｲﾝﾊﾟｸﾄ

の 程 度
環境影響

（大項目）

（中項目）

（小項目）

A B C D P 負の影響 効果的影響

負の影響に対する効果的軽減策

5．土壌・土地
（1） 土壌

1．土壌侵食
2．土壌肥沃度の低下
3．土壌汚染

（2） 土地
1．土地の荒廃
2．防風、防砂、防火等の機能
低下

6．水文・水質等
（1） 水文

1．表流水、地下水の流況変化
2．渇水・洪水の発生
3．土砂の堆積

（2） 水質・水温

1．水質の汚染・低下
2．水温の変化

（3） 大気
1．大気汚染
2．CO2発生

A：重大な悪影響がある　　　B：重大な悪影響があると考えられる　　　C：重大な悪影響はない　　　D：不明　　　P：好影響がある
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8　農業・牧畜業調査

8.1　調査の目的

　指定林の違法な土地利用や森林の荒廃の遠因は、指定林以外の土地における粗放な農

業・牧畜業にあるものと考えられる。この調査はこのような問題意識の下に農業・牧畜業

の実態を明らかにして、それを是正する方向において効率的な指定林の整備の方法を探る

ことを目的とするものである。

8.2　調査の方法

　既存の文献資料によるほか、関係機関からの聞き取り、住民実態調査その他の現地調査

によって実施する。

8.3　調査項目

8.3.1　農地所有規模

　住民実態調査により 農家の農地所有規模を把握する。

8.3.2　耕作面積の推移

　対象地域を含む各郡の主要作物の過去 10年間における作付け面積の推移を調査する。

8.3.3　食糧自給面積の推定

　統計資料から関係する村落について、平均世帯人口の農家 1 戸当たりの食糧自給面積を

求める。また 住民実態把握調査の資料から 同様の農家 1 戸当たりの食糧自給面積を求め

る。

8.3.4　農業人口

　ベナン国で行われている（プレ）国勢調査の結果を用い、関係する村落の農業人口から

農家人口率及び農家 1戸当たりの人口を把握する。
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8.3.5　農業生産

(1) 単位収量及び生産量

　関係村落における主要作物の最近の作付け面積、単収、生産量を調査する。

(2) 現行作付け体系

　主要作物を中心に作付け体系を調査する。

(3) 現行輪作体系

　主要作物を中心に輪作体系を調査する。

(4) 農業カレンダー

　現在の輪作体系に基づく農業カレンダーを作成する。

(5) 営農及び生産資材

　種子、種苗、肥料、畜力及び農業機械、農業労働力、作物生産費等について調査する。

8.3.6　村落の農業

　指定林の整備と特に関係が深い村落について、より詳細なデータを得る目的で調査を行

う。

　調査項目は次のとおりである。

(1) 農地面積

　航空写真による土地利用・植生図、または林相図、あるいは航空写真がない場合は住民

実態把握調査から得られた村落の境界を基に、指定林内の村落別農地（畑と休閑地）利用

面積、綿花作付け面積を明らかにする。

(2) 経営規模

　指定林内の経営規模を調査する。

(3) 農家経済収支

　聞き取り調査によって平均的な農家経済収支を調査する。

8.3.7　畜産業

(1) 主要家畜の頭数

　主要家畜である牛、羊、山羊及び家禽のニワトリ、ホロホロ鳥について統計による飼養

頭数を調査する。

(2) 飼養体系

　繁殖、飼養管理、移牧、家畜飼料源等について調査する。
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9　森林・林産業調査

9.1　調査の目的

　この調査は指定林の森林管理計画を策定するために必要な森林・林業に関する一般的な

情報を収集するために行う。

　このような情報として、一般に次のようなものがあげられる。

・森林管理の沿革及び現状

・森林の公益機能に関する公的な制度

・林木の成長状況

・地域住民の生業との関係

・地域における交通状況

・地域における林業の状況

・地域における林産業の状況

・地域における林産物市場の状況

・森林施業技術

・林産物加工技術

9.2　調査の方法

　調査の方法は既存の資料の収集、関係機関等からの聞き取り、現地調査などによる。

9.3　調査項目

9.3.1　森林資源の状況

　航空写真のあるトロワリヴィエール指定林、ウエヌベヌ指定林、アリボリ上流指定林に

ついては、航空写真の判読によって森林資源の状況を調査する。

9.3.2　林木の成長状況

　林木の成長状況としては単木の成長と林分の成長の二つが重要である。

　単木的な成長状況としては、植栽年度の判明している植栽木について胸高直径、樹高等

の測定を行い、樹高成長曲線及び胸高直径成長曲線を作成する。

注：樹木が年輪を形成しない立地環境における成長状況の調査は、その方法が極めて限定
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される。多くの固定試験地の設定や、植栽年度の判明している人工林の調査によって、

林分収穫表を作成することが望ましい。

9.3.3　伐期齢と回帰年

　伐期齢は定められていないが、伐採許可の際に、樹種又は樹種群に対して胸高周囲が定

められている。

　Tectona grandis人工林については林業公社（ONAB）は製材用に 40～50年を採用してい

る。私有林では棒材生産を 5～10年のサイクルで行っている。

　回帰年についての事例は少ない。トゥイキリボ指定林の整備計画では 伐期齢を 50 年、

回帰年を 25 年と設定している. インテンシブスタディエリアの計画では伐期齢を 30 年、

回帰年を 20年と設定した。

9.3.4　造 林

　天然林は天然更新が主であるが、エンリッチメントも行われている。更新方法について

は特に人工更新の育苗、保育について調査する

9.3.5　森林利用

(1) 伐採木の利用

　製材・建築等一般用材、棒材、薪炭材としての利用状況を調査する。

(2) その他の森林利用

　指定林及び緩衝地帯における地域住民による薪炭材・棒材等の木材生産、農地、放牧地

としての利用のほか、狩猟、蜂蜜採取、淡水漁労、樹実の採集等の利用実態を調査する。

9.3.6　森林保護

　森林保護に関しては森林火災が最も重要であるため、森林火災の実態を調査する。
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10　住民ワークショップ

10.1　住民ワークショップの目的

　住民ワークショップは次の目的をもつ。

・住民に森林管理計画の「基本構想」案を提示し、それに対する住民の意見を聞き、森

林管理計画素案の作成を行うこと。

・住民との対話を通じて森林保全の大切さを啓蒙し、住民自身が今後の森林管理の重要

な担い手であることを認識させること。

・作成された森林管理計画素案を地域住民に説明し、住民と十分な意見交換を行い、同

素案に対する住民の理解を深めること

・住民の意見の中から必要なものを取り入れて森林管理計画の作成を行うこと。

10.2　住民ワークショップの方法

　指定林の整備を住民参加型で行うために、管理計画策定の初めから住民に対するワーク

ショプを開催し、住民の意見を聞き計画に反映させるものである。ワークショプの開催回

数は定めるもではなく、対象指定林の状況や参加村落の状況によって必要に応じて開催す

る。開催にあたっては PRA 等の参加型アプローチの技能を持つファシリテーターを活用

する。

(1) 対象村落

　対象村落は森林管理計画策定対象指定林に直接関係する受益村落とする。

(2) 参加者

　政府側は森林天然資源局代表者、森林局代表者、森林官、及び農政局郡支所代表、村民

側は伝統的首長、村長、村評議委員、GV 等村組織代表者、関係部族代表者及び一般村民

とする。

(3) 基本構想の提示

① 森林管理計画の必要性説明

a. 樹木や森林の効用

・住民の森林資源利用

・二酸化炭素吸収機能

・日陰
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b. 森林減少の悪影響

・生態系変化

・保水力低下

c. 森林管理計画の必要性確認

② 基本構想についての説明

a. 土地は有限

b. 森林保全と住民生活の両立

c. 指定林内の土地利用の違法性確認

d. 基本構想の提示実施上の留意点

(4) 森林管理計画素案についての説明

a. ゾーニング

b. 各ゾーンの整備基準

c. 村落林業ゾーンの利用

d. 住民組織

(5) 実施上の留意点

　実施上の留意点は以下の 3点である。

・住民の信頼を獲得すること

・住民との情報の共有

・できることとできないことの明確化

10.3　住民ワークショップの結果とりまとめ

　住民ワークショップでは討議項目ごとに住民の意見と調査団・森林局の見解をまとめた

表を作成し、住民が森林管理の必要性をどの程度理解したか、またどのような問題をかか

えているかを検討し、その結果を森林管理計画策定に活かすようにする。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　インテンシブスタディエリアを対象とした森林管理計画策定調査で実施した 2 回（前

期及び後期）の住民ワークショプの結果を以下に記載する。

(1) 基本構想の住民による理解

　住民ワークショップで提示した森林管理計画の基本構想及びその背景となる事情につ

いては、ほぼ地域住民によって理解されたことが表明された。
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(2) 討議の内容

　森林管理計画に対する住民の理解は得られたが、この構想は長く続いた住民の指定林

に対する態度を一変させるものであるから、論議も極めて多岐にわたった。住民ワーク

ショップ（前期）の主要論点を 14 項目に集約したものは表 10-1-2 のとおりである。ま

た、住民ワークショプ（後期）ではこの管理計画を基として作成される森林整備計画の

今後のスケジュール、指定林の管理内容についての具体的変更等に伴う問題をめぐる論

議は多く、極めて多岐 にわたった。住民ワークショップ（後期）で討議された主な論

点を集約すると表 10-1-3のとおりである。
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表 10-1-2(1)　住民ワークショップ（前期）の主要論点

討議項目 住民の意見 調査団の回答（質問）要旨

ワークショッ

プの意味

森林管理計画はすでに出来上

がっていて、ワークショップ

で意見を言っても意味がない

のではないか？

森林管理計画がすでに作成されているなら、遠く

日本から調査団がくることはない。現在は計画策

定のための調査段階で、そこで住民の意見を聞き、

計画に反映させるためにワークショップを開いて

いる。

指定林内での

綿花栽培禁止

・現金収入の多くを占める綿

花栽培を禁止するのは厳し

すぎる。ほかの換金作物は

あるのか？

・食用作物がよくて、なぜ綿

花栽培が認められないの

か？

・綿花栽培の代わりに食用作

物の作付けを推奨するな

ら、たとえばメイズの販売

ルートを組織化してもらい

たい。

・綿花栽培が住民の主たる現金収入源であること

は承知している。しかし、現在の粗放的移動耕

作で綿花栽培を続ける限り、森林を開墾して新

しい耕作地を求めることになる。これでは土地

がいくらあっても足りない。そこで、少なくと

も指定林内では綿花栽培を禁止し、食用作物で

移動耕作から定着耕作への転換を図ってもらい

たい。指定林外での綿花栽培は継続できる。

・メイズなども畑が散在していれば集荷しにく

く、仲介業者も入りにくいが、畑がまとまり、

一定の供給量を確保できるようになれば自ずと

販売ルートはできていく。

移動耕作から

定着耕作への

転換

・同一の畑で耕作を続けても

生産量が落ちない技術があ

るのか？

・営農改善技術があるなら、

それを教えてもらいたい。

我々はそうした技術革新を

いつでも受け入れる用意が

ある。

・輪作、有機肥料の導入、マメ科作物の作付けな

どにより、化学肥料だけに頼らずに土地の肥沃

度を維持することは可能。

・こうした技術については農政局でも普及指導し

ている。

果樹、林木の

植栽

・植林を行う意志はあるが、

苗木が不足している。

・マンゴ園を有しているが、

マンゴの保存が難しく、腐

らせて捨ててしまうことが

多い。

・苗木の供給については森林官と相談してほし

い。森林管理計画では苗木の供給も十分考慮す

る。

・マンゴの保存方法はすでにある。詳細について

は農政局に照会してもらいたい。

Vitellaria
paradoxa 、
Parkia
biglobosa の
植栽

・男性が巻き枯らしをしない

のであれば、いつでも植栽

する意志はある（女性）。

・畑内の Vitellaria paradoxa、
Parkia biglobosa は、畑の境
界に苗木を植え、それに実

がなるようになったら伐採

するという考え方は十分受

け入れられる。

・ Vitellaria paradoxa、Parkia biglobosa については
もっと積極的に植栽を進めるべきだと考えてい

るが、それについてどう考えるか？

火入れ 外部の者だけでなくバアトヌ

族やフルベ族のなかにも無秩

序な火入れを行っているもの

がいる。これを防止するため

に支援してほしい。

現行法規では次善の策として「早めの火入れ」を

推奨している。無秩序な火入れの防止は行政当局

だけでできるものではない。むしろ、住民自身が

火入れのマイナス効果を認識して、積極的に対策

をたててもらいたい。住民自身が火入れを全面的

に止めた村の例もすでにある。
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表 10-1-2(2)　住民ワークショップ（前期）の主要論点

討議項目 住民の意見 調査団の回答（質問）要旨

家畜移動経路

の設定

フルベ族の希望は、家畜の移

動経路を確保することであ

る。

指定林外から指定林内への家畜の移動経路を設定

する。

家畜用水場の

確保

家畜用水場としてため池を設

定してほしい。

管理計画策定の際に、十分考慮する。

耕作用ゾーン

の割当面積

・指定林内に認められる耕作

用ゾーンとしてはブリ川ま

での土地を要望する。

・人口増加を考えると、耕作

用ゾーンは十分広い面積が

必要である。

詳細はまだ決まっていないが、ブリ川までを耕作

用ゾーンとして認めることはできない。

村落のインフ

ラ整備

グループディスカッションの

ときに提示したインフラ整備

の問題について、解決策が示

されていない。解決策を示せ

ないのであれば、なんのため

に問題点を挙げさせたのか？

確かに要求のあったインフラ整備のすべてを森林

管理計画のなかで実現することはできない。しか

し、計画策定にあたっては住民がどのようなニー

ズを有しているのかをすべて把握しておく必要が

ある。そのなかでできることとできないことを明

確にすることが必要であると考えている。

林木伐採 外部の者が林木を伐採してい

ることがあり、しかもそうし

た伐採に森林官が共謀してい

る。

伐採については現行法規できちんと規定されてい

る。すべての伐採がすぐに違法とはいえないが、

そういう疑いがあればすぐに森林官に連絡しても

らいたい。森林官が共謀している疑いがある場合

には直接上司に連絡してもらいたい。

指定林の境界 指定林の境界が明確ではない

ので、指定林内の土地を利用

しているかどうか分からな

い。

指定林の境界は地図上ではすでに設定されている

が、現地ではまだ具体的に示されていない。計画

実施時には明確に示すようにする。

指定林管理の

住民組織

・村の代表を選んで委員会を

構成し、地域保全の責任を

負うようにしたい。

・村民から数名を選び、無秩

序な伐採、悪質な火入れや

開墾を監視する委員会を設

置したい。

森林管理計画の実行には住民組織が欠かせないと

考えているがどう思うか？

ゾーニングの

コンセプト

・指定林内を 3 つのゾーンに
分けて利用するというコン

セプトには同意する。

・フルベ族のリーダーとして

ゾーニングの考え方に同意

する。
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表 10-1-3(1)　住民ワークショップ（後期）の主要論点

項目 計画素案の内容 住民の反応 調査団／森林局の回答

森林整備

計画の目

的

森林整備計画の目的

は、各種公益的機能

を有する指定林の保

全を図り、持続的な

利用を行う一方で、

隣接住民の生活改善

を図ることである。

森林整備計画の目的がよく

分からない。

指定林の森林としての機能を保全

しつつ隣接住民の生活改善を図る

ことが目的で、そのために指定林

のゾーニングと各ゾーンに適した

利用方法を提案している。

指定林の

ゾーニン

グ

指定林を森林ゾー

ン、シルボパストラ

ルゾーン、村落林業

ゾーンに分ける。

ゾーニングのコンセプトに

は同意するが、村落林業ゾ

ーンとシルボパストラルゾ

ーンの面積をできるかぎり

広く確保してほしい。

ワークショップ前期でゾーニング

のコンセプトについて住民の同意

を得ることができた。ワークショ

ップ後期ではより具体的にゾーニ

ングの内容を示している。森林の

保全あるいは利用必要性を考慮す

ると農民、牧畜民の希望をすべて

満足させることはできない。

住居と耕

作地の退

去

指定林内での居住、

耕作利用は法的に禁

止されている。

指定林外へ移らなければな

らない村を明確にしてほし

い。

指定林内に居住するようになって

すでに 10 年以上経過し、規模も
大きくなっている集落があること

は承知している。原則として、こ

れらすべての村、小村は指定林外

に退去しなければならないが、そ

の最終決定は政府が下すことにな

り、現時点で明確に示すことはで

きない。

村落林業

ゾーンの

割当面積

割当面積は、 1 世帯
（大人 6 人、子供 8
人相当）あたり、自

給食用作物耕作用に

2ha、果樹、薪、棒材
用植林用に 2ha とす
る。

・アフリカ人は概して大食

いで、人口増加も著しい

ので、2ha ではとても足
りない。もっと割当面積

を増やしてほしい。

・ 2ha では自給でも足りな
いが、我々には自給以外

でも社会生活上欠かすこ

とのできない祭式などで

贈るべき作物をストック

しておく必要がある。こ

のことはまったく考慮さ

れていない。

・我々は、インテンシブスタディ

エリアのある村における食糧摂

取量を実測した。自給必要面積

はその実測値に基づいて算定し

ている。ただし、この面積で自

給必要量を生産するにはこれま

での粗放農業に代わって集約農

業に転換する必要がある。

・自給以外の生活必需品の購入は

植林区域での産物を販売して現

金収入を得、必要物品を購入す

るという意識に変えることも必

要である。

村落林業

ゾーンの

受益者

村落林業ゾーンの受

益者は 1998 年 11 月
の航空写真撮影時に

指定林内を耕作利用

していた者とする。

誰が村落林業ゾーンを利用

できるのかを具体的に明確

にしてほしい。

村落林業ゾーンの受益者は航空写

真撮影時に指定林内を耕作利用し

ていた者に限る。それ以後に耕作

利用をはじめた者は対象外であ

る。

村落林業

ゾーンで

の綿花栽

培禁止

村落林業ゾーンの耕

作区域では自給用の

食用作物耕作を認め

るが綿花栽培は禁止

する。

綿花は現金収入のほとんど

を占めており、綿花のおか

げで生活も向上した。どう

して綿花を栽培してはいけ

ないのか。

綿花が主要収入源であることは承

知している。しかし、綿花栽培で

は大量の農薬、化学肥料を使用し

ていることから、住民にとって大

切な水源であるブリ川を汚染する

ことが懸念される。そこで、少な

くとも指定林内においては綿花栽

培を禁止する。
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表 10-1-3(2)　住民ワークショップ（後期）の主要論点

項目 計画素案の内容 住民の反応 調査団／森林局の回答

営農改善 森林整備計画が実施

されると新規開墾は

認められない。そこ

で、これまでの粗放

的な移動耕作から集

約的な固定畑での耕

作に転換する必要が

ある。

一体どのようにすればずっ

と同じ畑で耕作ができるの

か。

・ヤムイモ、メイズ（2 品種）、
ソルガム、落花生を用いた輪作

を行う。

・そのために牛糞、ソルガムのわ

らなどこれまで捨てていたもの

を使用して堆肥を作り、それを

用いて土壌の肥沃度を維持す

る。

・関係部局は営農改善に必要な技

術支援を行う。

収入源多

様化

綿花の単一耕作だけ

に依存するのではな

く、収入源の多様化

を推進すべきであ

る。考えられる収入

源：

・村落林業ゾーンの

2haの植林エリアに
植栽する果樹、木

材（棒材、薪材）

生産

・養蜂

・整備計画に関わる

各種作業での賃金

労働

・植林エリアではカシュー

を主体として植える。

・整備計画に関わる各種作

業に住民を優先雇用して

ほしい。

・ため池を利用した養魚

・カシューについては農政局もそ

の植栽と産物の商品化を積極的

に奨励している。

・整備計画に関わる各種作業では

住民を優先して雇用する。

・植林などの活動に対して森林

局、農政局はできる限りの技術

支援を行う。

綿花に代

わる産物

の商品化

農産物、果樹、林産

物の商品化にはまず

製品をまとめて出荷

する体制作りが必要

である。

現在、綿花以外に販路が確

立し、価格も安定した産物

はない。他の産物の商品化

が果たしてうまくいくかど

うか疑問が残る。

・薪はMALANVILLEなど北部地
域で多くの需要があるので市場

として有望。

・棒材も PARAKOU などの都市
部では需要が見込まれる。

・蜂蜜は PARAKOUや COTONOU
といった都市部で需要があり、

有望。PARAKOU にはすでに生
産者協同組合がある。
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表 10-1-3(3)　住民ワークショップ（後期）の主要論点

項目 計画素案の内容 住民の反応 調査団／森林局の回答

農民と牧

畜民の係

争防止

村落林業ゾーンに家

畜用通路を設ける。

家畜用通路はどのように具

体的に示すのか。

家畜用通路は村落林業ゾーン内で

残された森林や既存の道を利用し

て設定する。

放牧禁止

ゾーン

森林ゾーン及び村落

林業ゾーンでの放牧

は禁止となる。

指定林内で放牧はできるの

か。

森林ゾーン及び村落林業ゾーンで

の放牧は禁止し、それらのゾーン

の間に放牧用のシルボパストラル

ゾーンを設ける。

シルボパ

ストラル

ゾーン

シルボパストラルゾ

ーンを設け、そこに

ため池、井戸などの

家畜用水場を設け

る。また、このゾー

ンでは草地改良、飼

料木の植栽などを行

って乾季の飼料不足

に備える。

特に乾季は家畜用の水が不

足するので、ブリ川まで放

牧することを認めてもらい

たい。

指定林内のブリ川から 3.5kmは保
全林なので放牧することはできな

いが、緩衝地帯は通行可能であ

る。乾季の水不足の問題は承知し

ているので、設定されるシルボパ

ストラルゾーンには、ため池、井

戸などの水場を設ける。

牧畜改良 牧畜も粗放的な飼育

方法で頭数を増やす

ことだけを目指すの

ではなく、集約的な

飼育方法に転換し

て、適正頭数を飼う

ようにする。

・牧畜民にとって家畜は財

産であり、必要にせまら

れたときしか家畜は売ら

ない。家畜を定期的に売

って頭数を減らすという

のは非常に不安である。

・定着牧畜民が飼育する頭

数も多く、そのほかに外

部から移牧で移動してく

る家畜もいるので、割当

てられたシルボパストラ

ルゾーンの面積では不足

するのではないか。面積

をもっと拡大してもらい

たい。

長年続いてきた「家畜が財産」と

いう考え方を変えるのは難しいか

もしれないが、今後は「家畜は商

品」との考え方を取りいれる必要

がある。これまで 6 年かかってい
た生育期間を今後は水場の確保及

び草地改良などにより 3 年に短縮
し定期的に販売するようにする。

そうすることによって、長期間飼

育で発生する病気を防ぎ、適正規

模の頭数を確保することができ

る。
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表 10-1-3(4)　住民ワークショップ（後期）の主要論点

項目 計画素案の内容 住民の反応 調査団／森林局の回答

森林ゾー

ン

ブリ川の両岸 3.5km
は保全林とし、保全

林境界からシルボパ

ストラルゾーン境界

までの地域を生産林

とする。生産林では

薪、用材生産を計画

する。

森林ゾーン内に位置する耕

作地は放棄しなければなら

ないのか。

保全林内は無論だが、生産林内に

位置する耕作地も放棄する必要が

ある。耕作利用が認められるのは

村落林業ゾーンのみである。

指定林境

界

指定林の境界は計画

実施段階で表示板、

標石などを設置して

具体的に示す。

・指定林の境界が分からな

いので、指定林内に入り

こむことになってしまっ

た。

・各ゾーンの境界はどのよ

うに示すのか。

各ゾーンの境界も境界木を植栽す

るなどして明確にする。たとえ

ば、村落林業ゾーンの境界には蜜

源樹種を植栽し、養蜂も行う。

住民組織 森林整備計画が実施

される場合、住民が

指定林の整備と管理

に参加し、一定の責

任を負うことにな

る。したがって、そ

のために、整備単位

ごとに設けられる森

林整備委員会を設置

し、住民がその活動

を担う必要がある。

森林整備委員会のメンバー

は報酬をもらえるのか。も

らえるとしたらいくらか。

現時点で整備委員会メンバーに対

して報酬を与えるのか、また与え

る場合いくらにするのかはまだ決

定していない。今言えることは、

森林整備・管理の資金源として森

林整備基金を設けるということだ

けである。

森林整備

基金への

納付金

村落林業ゾーン及び

シルボパストラルゾ

ーンの受益者は森林

整備基金に納付金を

納める。

森林整備基金への納付金に

ついては村落林業ゾーン及

びシルボパストラルゾーン

については受け入れるが森

林ゾーンについては払いた

くない。

森林を整備・管理するには資金が

必要となる。住民は単に受益者で

はなく、その管理に参加し、責任

の一端を担うことになるので、住

民自身も納付金を負担してもらい

たい。
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表 10-1-3(5)　住民ワークショップ（後期）の主要論点

項目 計画素案の内容 住民の反応 調査団／森林局の回答

緩衝地帯

における

土地問題

整備計画が実施された場

合、以前緩衝地帯に有して

いた畑に戻る必要がでてく

る。しかし、これらの土地

は他者に譲ったり、無断で

占有されたりしており、戻

ることができない。これら

の土地を取り戻すために行

政側が何らかの措置を講じ

てほしい。

緩衝地帯に以前持っていた畑を取

り戻すことについて行政としては

介入できない。したがって、当事

者どうしで話し合いで解決するほ

か方法はない。

整備計画

実施時期

の明示

・現在指定林内にある耕作

地を緩衝地帯に移すには

2、3 年かかる。整備計画
実施までの猶予期間を明

確にしてほしい。

・いつから整備計画が実施

されるのか明確にしてほ

しい。すでに作ったヤム

イモのマウンドに作付け

をしてもかまわないのか

どうか。

・住民参加といいながら整

備計画の実施時期を明確

にしないのは、森林局側

が実は住民の指定林から

の排除を意図しているか

らだ。調査団及び森林局

の説明はまやかしにすぎ

ない。

・現在まだ調査段階であること、

また計画実施には多額の資金が

必要でその調達方法がまだ決ま

っていないことなどから現時点

で実施時期を明確に示すことは

できない。いずれにせよ、実施

計画策定の段階で改めて住民と

話し合い契約を結ぶことにな

る。その時点で猶予期間を明示

する。予告なしで整備計画を実

施に移すことはない。

・住民が指定林内を耕作利用する

現状は明らかに違法状態である

ことから、新規開墾によるヤム

イモの作付けは認められない。

指定林内の耕作利用は整備計画

が実施された段階ではじめて認

められる。

移牧 整備計画では、外部から移

牧で入ってくる牧畜民の問

題を考慮してほしい。

外部の移牧牧畜民のコントロール

は森林整備に関わる住民によって

行う。

村落イン

フラ整備

村落間連絡道路の整備、学

校、保健所などの建設を行

ってほしい。

村落インフラについては森林整備

計画のなかに直接盛り込むことの

できるものとそうでないものとが

あるが、最終調査報告書のなかで

村落インフラに関する住民の要望

事項はすべて記載し、関係省庁に

伝える。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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11　森林管理計画

11.1　森林管理計画策定作業の流れ

　森林管理のために必要な各種調査の結果を踏まえて森林管理計画を策定するためには、

これらの調査結果を一定の順序により整理して、森林管理計画を組み立てなければならな

い。一定の順序とは、所与の条件によって異なるものであるが、一般に以下のような項目

に従って作業を行うことを意味する。

・前提の設定

・課題の設定

・課題解決のための方針の設定

・方針を具体化する諸方策の設定

・森林管理計画の形に総合

11.2　森林管理計画の前提と課題

11.2.1　森林管理計画の前提

　森林は一般に経済的機能と公益的機能を有するものであるが、指定林においては特に公

益的機能を発揮するように管理されなければならない。 一方、住民参加による指定林の

整備を推進するためには、経済的機能と公益的機能の両立を図ることが重要である。そし

て、これらの機能の発揮は持続的なものでなければならない。

　森林管理計画は将来  地域住民との契約によって実施する森林整備計画の政府案のもと

になるものであり、森林管理計画策定の段階から地域住民との意志疎通を十分に行う必要

がある。

11.2.2　森林管理計画の課題

　森林管理計画の前提と調査の結果得られた森林の現況等を踏まえ計画的な管理を最も必

要とする課題を抽出し、それを体系付けることによって定められることになる。即ち森林

管理計画の課題は、対象森林の管理の現状、森林資源の現状、森林の立地環境、地域住民

の実態等によって定められるべきものである。

　インテンシブスタディエリアにおける森林管理計画での課題は以下の 4 項目が定められ

た。
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・水源地域の森林の保全

・森林生産力の維持・培養

・粗放な牧畜から集約的牧畜への転換

・移動農業から集約的定着農業への転換

11.3　森林管理単位と整備単位

11.3.1　森林管理単位

　指定林の管理単位は、各行政単位内における指定林の分布状況、指定林管理組織の現状

等の相対的関係を勘案して、指定林の管理がもっとも行いやすいように設定されなければ

ならない。したがって、条件によって弾力的に設定されるものであるが、一般的には指定

林の管理単位は郡の森林管轄区域とするのがよい。

11.3.2　森林整備単位

　指定林の整備単位は森林整備計画を策定して実施する単位となるものである。 したが

って、指定林の整備単位はその役割から、指定林利用の村落に係わる歴史的・社会経済 的

条件、森林の分布等に係わる自然的条件を総合的に勘案して設定される。

11.4　指定林計画

11.4.1　整備目標

　指定林の整備目標は、既に述べた森林管理計画の前提と課題に基づいて定めるものとす

る。

　インテンシブスタディエリアにおける森林管理計画では、整備目標を次のように定めた。

・森林のもつ公益機能を発揮させるように整備する。

・森林資源の充実と持続的な活用を図るため生産林を育成する。

・住民との共存による森林の保全を図るため、指定林内に住民の利用区域を設定する。

11.4.2　ゾーン区分

(1) ゾーン区分の体系

　整備目標を達成するため、指定林の整備目標及び地域住民の指定林への関わり程度に基

づき森林土地利用を次のようにする。
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① 森林としての利用

　森林のもつ公益的機能を発揮させる保全林と林業的利用を目的とする生産林としての

利用を図る。この区域を森林ゾーンとする。

② 森林牧畜複合利用

　地域住民が生産性の高い持続的な牧林複合利用を図る。この区域をシルボパストラル

ゾーンとする。

③ 農林複合利用

　地域住民が自家用食糧の生産と換金を目的とする林産物の生産を図る。この区域を村

落林業ゾーンとする。

(2) ゾーン区分の内容

① 森林ゾーン

a. 保全林ゾーン

　水源涵養・林地保全等公益的機能を発揮させる森林である。

(a) 保全林Ⅰ

　保全林の中で特に保護林とすべきものを保全林Ｉとする。

(b) 保全林Ⅱ

　保全林の中で保全林Ⅰを除いた森林

b. 生産林ゾーン

　用材、薪炭材等木材生産を行う森林である。ただし、生産林内にあっても公益的機

能を発揮させる森林は保全林Ⅱとする。特に下記の森林は保全林Ⅱとする。

・河川を中心とする幅 100m（片側 50mで両側）の河畔

・残丘、走行性残丘状に成立する森林

・土壌条件が悪く現植生を維持すべき森林

c. シルボパストラルゾーン

　森林ゾーンと村落ゾーンの間に位置させ、放牧を行う区域である。森林ゾーンのバ

ッファーの役割を持つ。ただし、公益的機能を発揮させる森林は保全林Ⅱとする。特

に下記の森林は保全林Ⅱとする。

・河川を中心とする幅 100m（片側 50mで両側）の河畔

・残丘、走行性残丘状に成立する森林

・土壌条件が悪く現植生を維持すべき森林
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d. 村落林業ゾーン

　地域住民が農業、林業の活動を行えるゾーンであり、指定林の境界部分に位置し、

緩衝地帯に隣接するように計画する。ただし、公益的機能を発揮させる森林は保全林

Ⅱとする。特に下記の森林は保全林Ⅱとする

・河川を中心とする幅 100m（片側 50mで両側）の河畔林

・残丘、走行性残丘状に成立する森林

・土壌条件が悪く現植生を維持すべき森林

(3) ゾーン区分の表示及び図示

　ゾーン区分の結果は郡、村落ごとにその面積を測定し表示する。更に、適宜の縮尺を

用いて図示を行う。

　また、整備基準及び計画の基礎として、森林ゾーンについては、その細分ごとに林相

別等の面積を表示する。

11.4.3　整備基準

　森林整備の基本方針として、ゾーンごとに整備基準を定める。

　整備基準として定められるものは以下に大別される。

・各ゾーンにおいて禁止される行為

・各ゾーンにおいてゾーン設定の目的を達成するために行われるべき方策

　インテンシブスタディエリアにおいては整備基準は以下のとおりに定めた。

(1) 森林ゾーン

① 保全林

a. 保全林Ⅰ

・禁伐とし、また枝葉の伐除も禁止する。

・火入れを禁止する。

・放牧及び家畜の通過を禁止する。

・耕作地や休閑地、荒廃した森林は郷土樹種による植林、エンリッチメント、直播き

により早急な森林の回復を図る。

b. 保全林Ⅱ

・火入れを禁止する。

・放牧及び家畜の通過を禁止する。

・耕作地、休閑地は新植により早急に森林を回復させる。植栽する樹種は郷土樹種と
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し混植する。

・荒廃した森林は郷土樹種のエンリッチメントにより森林の回復を行う。

・森林育成のための除間伐、整理伐、衛生伐が可能であるが、それ以外の伐採、枝葉

の伐除は禁止する。

・他のゾーンとの境界は、郷土樹種を密に植栽し、山火事の燃材であるイネ科植物を

消滅させる。

② 生産林

・火入れを禁止する。

・放牧及び家畜の通過を禁止する。

・耕作地、休閑地は新植又は直播きにより用材生産林を造成する。植栽樹種は Khaya

senegarensis、Milicia excelsa、 Pterocarpus erinaceus、Isoberlinia spp.、等の郷土樹種の

ほか、 Tectona grandis、 Gmelina arborea、Cassia siamea等とする。

・計画実施時に耕作中の土地については収穫まではそのまま耕作を認め、その後用材生

産林を造成する。

・土地条件等が良好な天然林は用材樹種の植え込みや天然下種更新により将来の択伐生

産林へ導く。

(2) シルボパストラルゾーン

・計画的な早期火入れ、牧養力の向上等放牧に関して様々な手段方法を講じて放牧方法の

改善を行う。

・土壌のＡ層が薄いため林木の成長は良くないが、草、灌木の成長には適した箇所は草地

改良や飼料木を植栽する。

・ゾーン内に点在する小面積の返地された耕作地や休閑地は人工草地を造成し、乾季の飼

料を生産する。

・早めの火入れは区画を定め計画的に行う。周辺への延焼を防止するため火入れ区画の周

囲を刈り払い防火線とする。

・乾季－雨季の放牧区画を定め、それぞれの季節に応じた放牧を行う。

・乾季の家畜飲水に対処するため、緩衝地帯のブリ川やこのゾーン及び村落林業ゾーン内

の河川に堰を作り水を貯める方法を講ずる。また、このゾーン内で井戸の掘削を計画す

る。

・住民は利用頭数に応じた利用料、森林整備基金の分担金を払う。
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(3) 村落林業ゾーン

・耕作地は生活用食糧生産を行うものとし綿花栽培は禁止する。

・耕作利用者は原則的に現在指定林内に耕作地を有するものとする（1998 年に撮影され

た航空写真に基づく） 。

・ 1 世帯当たり耕作地として 2.0 ha と更に果樹栽培、薪炭生産、棒材生産のため 2.0ha、

計 4.0haの土地利用を認める。

・ゾーン内での綿花栽培禁止に伴い、有機肥料、マメ科植物、新品種等の導入による定着

農業化を図る。

・植林用地（2.0ha）においてはアグロフォレストリー（タウンヤ）を行うことができる。

・各耕作地の周囲には Vitellaria paradoxa、Parkia biglobosa等を植える。

・ゾーン内で保全林Ⅱとされた森林については伐採は禁止する。ただし、許可された早期

の火入れは可能とする。

・指定林外から指定林内のシルボパストラルゾーンへの家畜移動のための通路（幅 50m）

としての森林を保全林Ⅱとして設定する。通路として利用するための支障木等の伐採は

可能であり、火入れについては許可された早期の火入れのみを可能とする。

・シルボパストラルゾーンや森林ゾーンとの境界には、境界の明示を兼ねた防火樹帯を造

成する。樹種は養蜂の蜜源となる Khaya senegalensis、Acacia auriculi- formis、Vitellaria

paradoxa、Pterocarpus erinaceus、Parkia biglobosa、Danielia oliveri 等とする。また、蜜

源樹種の植栽により住民に養蜂を普及させる。

・住民は耕作面積に応じた利用料、森林整備基金等の分担金を払う。

11.4.4　整備計画

　整備計画はゾーン区分が行われた各々の森林において整備基準を達成するための具体的

な方法及び事業量の計画を主な柱として組み立てられるものである。整備計画の概要は以

下のとおりである。ただし対象地域の条件によって変更することができるものとする。

(1) 保全林Ⅰ計画

①  森林復旧・回復面積

　返地された耕作地や休閑地には新植、荒廃森林（樹冠疎密度 50％未満）にはエンリ

ッチメントを行う。森林復旧及び森林回復が必要面積を表示する。

② 樹種

　郷土樹種としては次のものがある。
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　Khaya senegalensis、Pterocarpus erinaceus、Isoberlinia spp.、Vitellaria paradoxa、Parkia

biglobosa

③ 植栽方法

　植栽方法は次のとおりである。

・早急に森林の復旧／回復を確実に図るため苗木を植栽する。

・郷土樹種の混植とする。

・耕作地及び休閑地への植栽は植栽間隔 4m×4m（ha当たり 625本）とする。

・荒廃森林へのエンリッチメントは植栽間隔 10m×10m（ha当たり 100本）とする。

④ 保育

　保育方法は次のとおりである。

・植栽木の活着と生育状況により、補植及び下刈りのみを行う。

・新植栽地においては、1 年後の補植と植栽後 2～3 年間の下刈りを行う。補植は、1

年後の生存率が 80％以下の場合に行う。

・エンリッチメントについては、1 年後の補植と、下草の状況により植栽後 1 年間の

下刈りを行う。補植は、1年後の生存率が 80％以下の場合に行う。

・下刈りの方法は、植栽木の周辺のみの坪刈りとする。

⑤ 森林復旧／回復期間

　実施期間は次のとおりである。

　5年間で植栽、補植、下刈りを終了する。

⑥ 年次別の事業計画

　森林復旧／回復面積と実施の期間に基づいて、対象事業の年次計画を作成し表示しな

ければならない。

(2) 保全林Ⅱ計画

① 森林復旧／回復

　返地された耕作地や休耕地には新植、荒廃森林（樹冠疎密度 50％未満）にはエンリ

ッチメントを行う。森林復旧／回復面積を表示する。

② 樹種

　郷土樹種としては次のものがある。

　Khaya senegalensis、Pterocarpus erinaceus、Isoberlinia spp.、Vitellaria paradoxa、Parkia

biglobosa、Milicia excelsa.その他ワシントン条約の付属 書に掲げられた樹種のうち造林

可能なもの又は直播き可能なものとする。
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③ 植栽方法

　植栽方法は次のとおりとする。

・苗木による植栽を行う。ただし、直播き可能なもの、直挿し可能なものについては

直播き又は直挿しによる。

・郷土樹種の混交とする。

・耕作地及び休閑地への植栽は植栽間隔 4m×4m（ha当たり 625本）とする。

・荒廃森林へのエンリッチメントは植栽間隔 10m×10m（ha当たり 100本）とする。

④ 保育

　保育方法は次のとおりとする。

・補植は新植地、エンリッチメント共に 1 年後に生存率 80％以下の箇所について行

う。

・下刈りは新植地では植栽後 2～3年間、エンリッチメントでは植栽後 1年間とする。

・除間伐、整理伐、衛生伐は必要に応じて行う。

⑤ 森林復旧／回復期間

　実施期間は次のとおりとする。

　5 年間で植栽、補植、下刈りは終了する。除間伐、整理伐、衛生伐は植栽木の成長状

況、植栽木への他の樹木による影響等、支障が生じた時点で行う。

　これらにより、年間の事業量を計画する。

⑥ 年次別の事業計画

　森林復旧／回復面積と実施の期間に基づいて、対象事業の年次計画を作成し表示しな

ければならない。

(3) 生産林計画

① 生産林の細分

　生産林においては木材生産を行うことになるが、生産林において二つ以上の施業方法

採用する場合は、施業方法ごとに生産林を細分し、林相、面積などを表示する必要があ

る。

・ Gf、Fc、Sa、Sb、Stにおいては用材生産を目的とする択伐作業を行う。

・耕作地、休閑地及び用材生産林の残りの天然林においては薪炭材の生産を行う。

② 用材生産林

a. 目標とする択伐作業

　組織的な択伐作業を持続的に行うためには、一定の構造を備えた森林の存在が必要
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である。その構造に関して最も基本的なデータは目標蓄積、成長率、回帰年と伐採率

である。組織的な択伐作業を持続的に行うことが可能な択伐林においては、次のよう

な基本的な関係が成立しなければならない。

(1＋成長率)r＋1
伐採率＝

(1＋成長率)r

伐採材積＝伐採後材積×(1＋成長率)r×伐採率

　ただし、r＝回帰年

　したがって、択伐作業の計画に当たってはまずこれらを明示しなければならない。

　インテンシブスタディエリアにおける森林管理計画においては、入手可能なデータ

から次のように想定した。

・目標蓄積は ha当たり 100

・成長率は 2％とする。

・回帰年は 20年、択伐率は 33％とする。

　なお、主要な樹種の伐期齢は 30年とする。

b. 当面の施業

　生産林の現状は林相が著しく低下しており、組織的な択伐を行うことは不可能であ

る。そこで、当面は次のような施業を行う。

・郷土樹種のエンリッチメントによる林相の回復を図る。

・樹種は、Khaya senegalensis、Milicia excelsa、Isoberlinia spp.、 Pterocarpus sp.、Afzelia

sp.、Prosopis sp.等ベナン国で利用されかつ造林可能なものとする。

　これらは全て混植とする。

・植栽間隔は 5m×5m、6m×6m、8m×8m、10m×10m の何れかとし、森林の疎密

度によって選ぶ。

・伐採は森林内容の改善のため除く必要のある樹木を主体とするが、植え込み時に

は利用可能な太さに達したものは利用する。

② 薪炭生産林

a. 薪炭生産林の施業

　薪炭生産林においては皆伐を行うことなく、胸高直径 7 ㎝に達した樹木を逐次伐採

することとする。跡地は天然更新を主体とし、必要に応じて更新の補助作業を行う。

　以上を骨子とする施業内容を次のとおりとする。
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・耕作地及び休閑地は地拵えの後、苗木の植栽又は種子の直播きを行う。

・植栽樹種は Detarium microcarpum、Combretum glutinosum、Crossopteryx febrifuga、

Piliostigma thonningii 等とする。

・植栽間隔は 2m×2m、2m×2.5m、2m×3mとする。

・森林については、胸高直径 7 ㎝以上の立木及び枯れ木の全部を伐採し、跡地は苗

木の植栽又は種子の直播きを行う。

b. 薪炭材の生産

　薪炭生産は整備単位ごとに村落の組織が行う。整備単位毎の薪炭林の面積は整備対

象村落の世帯総数比率で配分する。伐期 7年、1区画 10haとして、整備単以ごとの配

分面積、区画数、年間伐採面積等を計画する。

　これらを基に、整備単位毎の年間事業面積、年間苗木所要量、年間生産量等の計画

量を算出する。

(4) シルボパストラル計画

① シルボパストラル計画の目標

　シルボパストラル計画は、整備対象地を森林の現況、土地利用の現況から人工草地の

造成、天然草地の改良、飼料木の植栽を行い、牧養力を明らかにする。また、乾季のた

めに水飲み場の造成を行う。

② 造成計画の概要

・耕作地、休閑地は人工草地とする。

・人工草地は耕耘後に牧草の種子を蒔いて造成する。3年に 1度は火入れや施肥を行う。

・人工草地には家畜の侵入を防ぐため牧柵を作る。

・ Sa、Sb、St においては灌木を薪炭材として利用し、跡地に飼料木の植栽や天然草地

改良を行う。

・飼料木は列状に植栽するほか、人工草地の牧柵に沿っても植栽する。

・天然草地改良は、牧草の播種、飼料とならない雑草の除去を行う。

・水飲み場は河川を塞き止めるか、河川沿いの低地を掘り下げて作る。

③ 草地改良計画

　家畜の肥育は 3 年間で 200 ㎏を目標とし、そのために必要な飼料の生産を行うことを

目標とする。

　人工草地及び天然草地にはマメ科の Stylosanthes hamata とイネ科の Barchiaria

ruziziensisを導入する。
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　天然草地には更に現在も存在する飼料木に加えて、新しい飼料木の導入を行う。

④ 牧畜改善計画

　繁殖方法の改善、飼養管理の改善、経営管理の改善を柱として伝統的な牧畜の方式を

改善する。

(5) 村落林業計画

① 村落林業計画の概要

　村落林業ゾーンにおいては、1998 年 12 月に撮影された航空写真に基づき、その時点

で指定林内で耕作を行っていたものを対象者として 1 世帯当たり 4.0ha の利用を認める

ことになる。そこで、計画の重点はこられの利用対象地の造成と、その後における利用

改善のための営農改善を示すことにある。

　以下、村落林業計画の内容を示す。これらは、対象地域の条件によって変更すること

ができるものとする。

② 造成計画

a. 耕作地・植林地

　造成の前提として、対象村落における造成必要面積とその算出根拠などの数値を表

示し、次に造成対象面積を示す。

　造成事業の前提としての基本的な区画は次のようにして行う。

・ 1世帯当たり耕作地 2.0ha、植林地 2.0ha合計 4.0haを 100m×400mに区画する。

・区画の周囲に幅 5mの樹木植栽地を設ける。

・ 10 世帯分を 1 ブロックとし、ブロック単位で耕作地・植林地の配置と造成を行

う。

・農産物及び林産物搬出のための道路は幅 4mとし、5区画の周囲に作る。

・産物の搬出の効率化を図るため、道路を挟んで耕作地どうし、植林地どうしが利

用するようにする。

　以上の区画を模式的に図示すると図 11-4-1及び 11-4-2のとおりである。

　計画の実施段階においては、実際の耕作利用地の現実の形に従って造成するものと

する。
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図 11-4-1　1世帯が利用できる耕作地・植林地
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図 11-4-2　耕作地・植林地の配置
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b. 家畜移動用通路

　通路は原則として既存の道路と森林を利用するが、造成される耕作地・植林地の中

を通過する場合は幅 50mの森林を残す。

② 営農計画

a. 作物の選定

　導入される作物については自然条件、営農条件、流通条件を総合的に勘案して、ヤ

ムイモ、メイズ、ソルガムを主要自給作物とし、落花生、ササゲの間作を行う。

　生育期間が異なるメイズの改良種の導入を図る。

b. 作付け体系の改善

　地力の維持、労働配分の適正化を図るため、伝統的な作付け体系を改善する。

c. 栽培方法の改善

　水路の作設、農機具の改良と畜力耕作、農業生産資材の改善、栽培・育種方法の改

善、病虫害防止などの観点から栽培方法の改善を図る。

d. 収穫後処理の改善

　脱穀機の共同購入、共同貯蔵などの観点から収穫後処理の改善を図る。

e. 流通の改善

　需要に対応した生産計画を立てること、生産や出荷に当たって共同化を図ること、

高付加価値商品の導入による選択肢の拡大化などの観点から流通の改善を図る。

f. 農牧支援

　現行の普及指導体制の充実、パイロットファームの設立などを図る。

(6) 社会林業計画

a. 植林計画

　利用権の付与される 2.0 haにおいては棒材・薪炭材生産林の植栽と果樹木の植栽を行

う。

　棒材・薪炭材生産林では第一候補として Tectona grandis のスタンプ苗を植栽間隔 2m

×2mで行う。伐期を 5 年とし毎年 0.2 ha の植栽と伐採を行う。植栽後 2 年間はタウン

ヤシステム導入する。

　果樹木植栽では第一候補としてカシューを植栽する。植栽間隔は 10m×10mとする。

b. 薪炭林計画

　住民利用地以外の耕作地、休閑地を対象にして販売用の薪を生産する薪炭林を造成す

る。植栽樹種は Prosopis sp.、Albizia lebbeck、Azadirachta indica、Terminaria spp.、Gmelina
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arborea等とする。植栽間隔は 2m×2mとする。

c. 養 蜂

　耕作地の周囲、隣接地との境界等に蜜源樹種を植栽し、改良された養蜂技術を導入す

る。

d. Vitellaria paradoxa・ Parkia biglobosa等樹実

　耕作地の周囲に植栽する。

(7) 林 道

　林道は生産林の施業及び保全林の管理のために作設する。

　国道から指定林に達するまでをアクセス道路とする。指定林内においては幹線林道と事

業林道をそれぞれ作設する。

　林道の規格を示す。

・林道の規格

・土工定規図を作成

・林道の計画位置図

(8) 苗 畑

　生産林及び保全林の整備、境界明示のための苗木を生産するため対象村落に村落苗畑を

新設する。

(9) 森林保護

　防火線の設定と境界線上に常緑耐火性樹種を植栽し防火樹帯とする。また指定林の大き

さに合わせて防火用の望楼の設置を行う。

(10) 森林整備センター

　住民参加による森林管理を行う拠点として森林管理センターを各村落内に建設する。

　また、研修施設としても活用する。

11.5　緩衝地帯管理計画

(1) 緩衝地帯管理計画の趣旨

　森林法によれば、緩衝地帯における森林についても住民が希望すれば、指定林の整備計

画と一緒に森林整備計画を策定することができることになっている。そして、指定林内に

おける違法な土地利用が生じた遠因は緩衝地帯における粗放な土地利用にあると考えられ

るので、緩衝地帯の管理計画は指定林の管理に有効であると判断される。

　指定林の周囲幅 7 ㎞を緩衝地帯とし、緩衝地帯についても指定林の管理計画に準じて、
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必要最小限度の管理計画を作るものとする。

　その主な内容は以下のとおりである。

(2) 保全林に準じて取り扱う森林の設定

　緩衝地帯においても次の森林は保全林に準じて取り扱う。

① 保全林Ⅰに準じて取り扱う森林

・村落が神聖な森林として保全している森林

② 保全林Ⅱに準じて取り扱う森林

・河川を中心とする幅 50m（片側 25mで両側）の河畔林

・残丘、走行性残丘の森林

・灌木サバンナ、ラテライトキューラス状の森林

・土壌保全が必要とされる箇所の森林

(3) 耕作地・休閑地でのアグロフォレストリー

① 耕作地 2haの場合

　生活用食糧を栽培する。耕作地上に義務づけられている存置木は、耕作地の周囲に

Vitellaria paradoxa、Parkia biglobosa等を植栽し、それらが収穫可能となった段階で伐採

する。また、周囲の樹木の間には薪炭用の樹木を植え家畜の侵入を防止する。

② 耕作地 2ha以上 5haまで

　2haは生活用食糧を栽培し、残りはアグロフォレストリーを行う。

・植林としては果樹、Vitellaria paradoxa、Tectona grandis等から選ぶ。

・間作としては落花生、メイズなどの換金作物を栽培する。

③ 耕作地 5ha以上

　林木を主体にし、生活食糧はアグロフォレストリーでまかなう。樹種は Tectona grandis

とし、間作はヤムイモとする。

(4) 養 蜂

　耕作地の周囲及び耕作地不適地として残っている森林の周囲には蜜源樹種を植栽する。

　また、草地・低灌木地にも蜜源樹種を植栽する。改善された養蜂技術を導入する。

(5) 製 炭

　村落単位に簡易製炭窯を設置して、自家用の製炭を行い、木炭の利用の普及を図る。
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11.6　生活環境整備計画

　指定林の違法な利用が起こった原因の一つは、地域住民の経済活動又は生活のための環

境整備が十分に行われていないことにあると推定される。これらを整備することは、間接

的に指定林の保全に有効であると考えられる。

　指定林の森林整備計画とは直接的関係もっていないが、地域振興をとおして間接的に指

定林の保全に役立つと考えられるものを対象とし整備を計画する。

(1) 家畜用の施設

① 家畜用水飲み場

　指定林の北及び南の境界付近の緩衝地帯においてブリ川に堰や堀り込みによる水飲み

場を作る。

② 家畜の保健施設

　獣医の確保と家畜の健康診断等を行う施設の整備を行う。

(2) 地域振興のための施設

① 道 路

　国道 2号線からの各村落への道路を整備する。

② 農産物の貯蔵庫

　森林整備計画の実施に伴って生ずる余剰食糧や換金用食糧の貯蔵庫を建設する。

③ 井 戸

　井戸のない村落に井戸を整備する。

④ 保健センター

　保健センターを増設する。

⑤ 学 校

　学校の建設や教員の雇用を行政として整備する。

11.7　管理・運営・維持計画

(1) 計画の概要

　森林整備計画のための管理・運営・維持計画は整備計画が契約によって発効し、住民の

組織が作られ、整備計画が実施される場合の計画を次のようにする。

(2) 管理計画から整備計画の実施までの過程の概要

　この森林管理計画の作成から森林整備計画の実施までの過程は次のように想定される。

・管理計画の完成



－66－

・森林局による整備計画骨子の作成

・住民の組織化

・ワークショップによる住民との問題解決の合意

・整備計画実施のための各種委員会の活動内容の決定及び計画素案の作成

・計画素案の住民に対する提示と調整、計画案の作成

・森林整備計画案の閣議への提出

・閣議承認後、契約締結

・森林整備計画の発効

　指定林の管理主体は森林局であるが、発効した森林整備計画の実施は住民組織が当たる

ことになる。住民の組織は極めて重要である。以下のような組織とする。

(3) 住民組織

① 森林管理連絡協議会

　県レベルに設置し、指定林全体のとりまとめを行う。

② 森林管理評議会

　郡レベルに設置し、森林管理単位のとりまとめと森林整備基金の管理を行う。

③ 森林整備単位委員会

　村落レベルに設置し、森林整備単位の計画立案、実行管理、評価を行う。また、森林

整備基金の納付金の徴収を行う。

④ 森林整備村民グループ

　現場の諸作業の管理、実行を担う。村落により替わりうるが森林保全班、牧畜班、村

落林業班、林業開発班等があげられる。

＜インテンシブスタディエリアの結果＞＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

　インテンシブスタディエリアではゾーンごとに以下の村民グループを設置した。

a. 森林ゾーン班

　森林ゾーンにおける木材生産、植栽、保育等の各種作業の実行と狩猟、火入れの監

視を行う。

b. シルボパストラルゾーン班

　牧畜改良事業、放牧の監視、早めの火入れ、家畜用水場の管理を行う。

c. 村落林業ゾーン班

　住民利用地の整備、営農改善、果樹植栽、薪炭林造成を行う。
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d. 緩衝地帯班

　緩衝地帯内の保全林の管理、営農改善事業等を行う。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

(4) 森林整備基金

　指定林の森林整備は住民が主体となり森林局と協力しながら自立的に行う。このため、

次のように財源を求める。

a. 木材生産による収入

b. 保育等による木材生産の収入

c. 受益村民からの納付金収入

・村落林業ゾーンでの耕作利用

・シルボパストラルゾーンでの放牧利用

・狩猟利用

・淡水漁労

・養蜂利用

・村落林業ゾーンでの薪材販売

・村落林業ゾーンでの炭販売

・村落林業ゾーンでの果実生産

11.8　普及・研修計画

　森林整備のための住民組織を通じて、新技術の導入について普及・研修を行うものとす

る。

　普及の方法は、森林局及び普及局が普及員を通じて直接個々の住民を対象に行うもの（1

型）と、先ず森林局及び普及局が新技術に興味のあるモデル生産者を選定し、重点的に研

修を行い、このモデル生産者を通じて住民に普及の輪を広げるもの（2型）がある。

　育苗、養蜂、製炭に関しては、対象者及び対象地が限定されるため 1 型を主体として行

う。また、営農、牧畜については対象者の数が多く、本計画の主目的である森林の保全の

ために新技術の導入が不可欠なため、両方の型を併用して行うものとする。

　普及・研修の基本型を図示すれば図 11-8-1のとおりである。



－68－

                   1型                                    2型

図 11-8-1　普及・研修の基本型

　普及員の訓練は森林局・普及局の責任で行い、各種新技術に関する普及員の資質の向上

と欠員の補充を図る。

　普及員による訓練を受けた住民組織やモデル生産者が将来の普及の直接の担い手となる。

11.9　事業計画

　各整備単位ごとに実施時期が明らかになった段階で年次ごとの事業量を取りまとめた事

業計画を策定する。

　事業計画の策定項目は次のとおりとする。

1. 森林管理単位

2. 位置及び面積

3. 一般状況

3.1　自然条件

3.2　社会経済条件

4. 森林区画

4. 1　林班

4. 2　小班

5. 整備目標

6. ゾーン区分

7. 森林土地利用区分

8. 施業基準

森林局・普及局

普及員

住民

森林局・普及局

モデル生産

住民

NGO

普及員
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9. 整備計画

9.1　計画期間

9.2　事業計画

10. 普及・研修計画

11. インフラ整備計画

12. 緩衝地帯管理計画
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資料－1　プロット調査野帳

資料－2　土壌調査野帳

資料－3　環境配慮事項

資料－4　住民実態把握調査（Ⅰ）の質問票
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資料－6　季節労働カレンダー作成様式
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資料－3　環境配慮事項

　スタディエリアで実施した初期環境調査の結果、環境配慮事項は次のとおりである。

① 社会生活

　本森林管理計画において住民の強制的移住はないが、指定林内の農耕地の現状固定お

よび新規開墾の禁止を前提にしている。また、指定林内の耕作の割当、定着農業、綿花

栽培の禁止、放牧地の制限により住民生活、経済活動への影響が予想される。

　本森林管理計画は策定時から住民参加を前提にしており、住民への事前説明、計画・

実行・管理プロセスへの住民の参加によりこれらの影響を緩和することは重要である。

また、綿花に替わる新たな現金収入源の確保、集約的な営農・牧畜方法の普及・指導が

不可欠である。

② 保健・衛生

　綿花栽培の禁止により農薬の使用が減少するが、新たに設置される村落苗畑において

は残留性農薬の使用を避ける。

③ 史跡・文化遺産・景観等

　特に留意すべき史跡・文化遺産・景観等はない。

④ 貴重な生物・生態系地域

　特に保護を要する貴重な生物・生態系地域はないが、急激な植生の変化、動物生息地

への影響等を緩和するため、伐採に際しては大面積の皆伐を避け、孤立林分を残さない

ようにする。

⑤ 土壌・土地

　農地、牧草地、生産林造成にあたっては、事前に詳細な土壌調査を行い、Leptosols 等

の脆弱土壌での開発を避ける。また、施工に際しては全般的に土層が薄いため、表土の

撹乱をできるだけ避ける。また、伐採後は早期に更新を行い、表土の露出期間を最少限

に押さえる。

⑥ 水文・水質等

　雨期には集中的な豪雨があるため、林道等の造成工事にあたっては地形の改変を最少

限に押さえ、雨水排水の処理を十分に行う。
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資料－4　住民実態把握調査（Ⅰ）の質問票
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